
鋼管パイプ・イン・パイプ工法における
管路DB方式の導入検討

１ ．はじめに
当協会では、2025年度に「鋼管PIP官民連携研究会」
を立ち上げ、鋼管 PIP 工法による管路更新を効率的
かつ確実に実施するため、管路DB方式の導入につ
いて検討を行ってきました。本稿は、当該研究会が
取りまとめた報告書「鋼管パイプ・イン・パイプ工
法における管路DB方式の導入検討」の概要です。

２ ．水道事業における管路更新の課題
水道事業は、人口減少による料金収入の減少や物
価高によるコスト増により、厳しい財政状況に置か
れています。こうした中、水道管路の老朽化は深刻
化しており、管路経年化率は 2023 年度に 25.4％へ上
昇した一方、更新率は 0.61％にとどまっています１）。
また、近年は大規模地震による被災・断水も頻発し
ており、基幹管路の耐震適合率は 2023 年度で 43.3％
にとどまっています２）。加えて、熟練技術者の退職
や採用難により技術職員が減少し、１人当たりの建
設改良費は増加傾向にあり、発注者側の負荷も増大
しています。
このような状況の中、計画的な管路更新と基幹管
路の耐震化の推進は急務です。しかし、建設当時と
比べて埋設環境は大きく変化しており、交通量の増
大や埋設物の輻輳化、住宅街・商店街への近接等に
より、開削工法による更新工事の実施は極めて困難
となっています。こうした課題を解決するため、非
開削工法による管路更新が強く求められています。

３ ．パイプ・イン・パイプ工法の課題
非開削工法の１つである「鋼管によるパイプ・イ
ン・パイプ工法（鋼管 PIP 工法）」は、老朽化した既
設管内に新管を挿入・布設する工法であり、市街地
における交通問題・用地問題への対策として有効で
す。また、開削箇所を立坑部のみに限定できるため、
建設残土の発生を抑制した環境負荷の低い工法でも
あります３）。
一方、鋼管 PIP 工法による管路更新事業を進める
うえでは、いくつかの課題が存在します。立坑位置
は詳細設計において竣工図や管網図等をもとに設定
されますが、机上検討のみによる判断となることに
加え、対象管が経年管であるため既設管位置の精度
が低い場合が多いです。また、水運用の切り替えや
断水等の制約から、詳細設計時に管内状況を把握す

ることが困難であり、工事開始後に管内測量を実施
して管割の再検討を行うケースが多くなっています。
その結果、詳細設計と実際の現場状況との間に乖
離が生じ、設計変更を余儀なくされる事例が頻発し
ています。変更協議に多くの時間を要することで工
事の中断や工期の延伸が生じ、発注者・受注者双方
の業務負担増につながっており、鋼管 PIP 工法によ
る管路更新を推進するうえでの大きな課題となって
います。

４ ．課題解決に向けた対応策
前述のとおり、発注図書と現場状況の乖離により、
設計変更の頻発・工事の中断・工期の延伸が生じ、
発注者・受注者双方の業務負担が増大しています。
施工者は工事受注後、立坑築造前に現場の施工環境
を確認するとともに、試掘調査・埋設物調査・土質
調査を実施し、現場状況の把握に基づき立坑位置や
形状の再検討を行うことが一般的です。また、発注
図書が既設管の竣工図をもとに計画されている場合、
既設管内測量の結果によっては管割の変更が生じる
こともあります。いずれの場合も、発注図書との相
違が大きければ設計変更の協議に多くの時間を要す
ることになります。従来、詳細設計（図－１参照）
は水道事業者が工事発注前に実施してきましたが、
この業務を施工者が担うことにより、施工者の技術
的知見や施工ノウハウを詳細設計段階から反映する
ことが可能となります。その結果、鋼管 PIP 工法に
おいて生じる課題の解決に有効に働くと考えられま
す。手戻りを抑制しつつ、効率的かつ確実に管路更
新事業を推進するための鋼管 PIP 工法の設計施工一
括方式（以下、鋼管 PIP-DB 方式）の導入について
検討します。

５ ．鋼管PIP-DB方式の概要
⑴　業務内容
通常発注方式（詳細設計と工事を個別に発注）と
鋼管 PIP-DB 方式の業務内容の比較を図－１に示し
ます。
鋼管 PIP-DB 方式では、従来は水道事業者が実施
してきた詳細設計を民間事業者が担います。詳細設
計の段階から、試掘調査・埋設物調査・土質調査の
結果に基づき、施工上の課題を事前に織り込んだ設
計を行うことができます。これにより、道路管理者
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や他インフラ事業者等の関係機関との協議回数を削
減できるほか、立坑の寸法・位置および新設管の管
割等、設計業務における手戻りを低減することが可
能となります。

図－ １　業務内容比較

⑵　期待される導入効果
鋼管 PIP-DB 方式の導入により、発注者・受注者
双方に期待される効果は以下のとおりです。
・設計変更協議の削減による工期短縮
通常発注方式による鋼管 PIP 工法では、既設埋設
物との関係や地盤条件により、立坑の位置・構造お
よび配管設計が変更されることが多く、当初設計か
らの変更協議に多くの時間を要します。その結果、
工事の着工遅れや変更契約の長期化による手待ちが
生じることがあります。一方、鋼管PIP-DB方式では、
施工者が試掘・土質調査等を実施し、その結果を自
らの経験・ノウハウに基づき詳細設計へ直接反映で
きます。これにより、設計変更を大幅に削減し、工
期の短縮を図ることが可能となります。
・一括発注による発注業務の省力化
詳細設計と工事を一括で発注することにより、こ
れらを個別に発注する通常発注方式と比較して、発
注者の発注業務を省力化することができます。
・発注延長の拡大による工期短縮
発注延長を長く設定することにより、関係機関や
地元との協議状況などによって一部区間の着工が困
難な場合でも、臨機応変な工程変更や工期のラップ
対応が可能となります。これにより手待ち時間を削
減し、設計・施工の各業務を効率的に進めることが
でき、一般的な年度単位発注と比較して全体工期の
短縮が期待できます。

⑶　鋼管 PIP-DB 方式の事業者選定と契約
鋼管 PIP-DB 方式における事業者選定にあたって
は、民間事業者の業務遂行能力・実績および技術力
を適切に評価する観点から、適切な事業者選定方式

を選択することが重要です。技術的評価の反映が可
能な総合評価一般競争入札方式や公募型プロポーザ
ル方式の採用が適していると考えられますが、案件
規模のほか、各事業体の発注方針や事務負担、過年
度までの契約実績等も含めた総合的な判断が必要と
なります。
また、表－１に示すとおり、鋼管 PIP-DB 方式に
おける契約には、主に多段階契約方式と一括契約方
式があります。鋼管 PIP 工法は工事発注後に設計変
更が生じるケースが多いことから、詳細設計後に工
事請負契約を締結する多段階契約方式が適すると考
えられます。一方、契約時の事務負担軽減を重視す
る場合には、発注時に工事請負契約を締結する一括
契約方式も選択肢となります。ただし、一括契約方
式においても設計変更が生じるケースが多いことか
ら、契約後に変更手続きが発生することに留意する
必要があります。

表－ １　事業者選定方式と契約方式

６ ．おわりに
本稿では、当該研究会が取りまとめた「鋼管パイプ・
イン・パイプ工法における管路DB方式の導入検討」
報告書の概要を紹介しました。紙幅の都合上、管路
DBに関する近年の動向、鋼管 PIP-DB 方式の流れ、
民間事業者の体制、留意事項、リスク分担表につい
ては割愛しているため、詳細は報告書本体をご一読
いただきたいです。本報告書が、多くの水道事業体
における鋼管 PIP-DB 方式の導入促進と水道管路更
新事業の推進に寄与できれば幸いです。最後に、本
報告書の作成にあたりご協力いただいた公益社団法
人全国上下水道コンサルタント協会の皆様、ならび
にヒアリングにご対応いただいた関係省庁・水道事
業体の皆様に、厚く御礼申し上げます。
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